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第1章 はじめに 

近年、道路交通を取り巻く安全・環境といった諸課題に関する状況は大きく変化

しており、産学官による新たな取組みが強く求められている。また、カーナビの普

及は、新たなサービスとして走行支援サービスへの期待が大きくなっている。欧米

などの諸外国においては、走行支援サービスの具体化に向けた新たなデジタル地図

への取り組みが積極的に行われており、これまでの我が国の優位性は揺るぎつつあ

る。 

こうした状況の中、交通渋滞、交通事故、CO2の増加といった道路交通の負の遺
産を解消するとともに、利用者ニーズの高度化・多様化に対応した新たな付加価値

を創出し、諸外国をさらにリードするための取り組みが求められている。 

カーナビの累計出荷台数は 4,300 万台を超え、もはや、自動車における標準装備
品の一つとなりつつあるが、カーナビを活用した安全・環境などに資するサービス

（カーナビ地図と連携したシフト制御など）は、一部の民間でサービスが提供され

るが、そのサービスは限定的であり、全ての走行シーンで安全を支援する走行支援

サービスの実現には至っていない。その理由の一つが、走行支援サービスが利用す

る道路情報の整備が十分でないことにある。 

そこで、ITS Japanでは、2007年 5月に、「次世代デジタル道路情報委員会」を
設置し、走行支援サービスの具体化を促進するため、走行支援サービスで活用され

る道路関連情報の整備と流通のありかたを提言書にまとめ公開し、そのフォローを

行った。 

本報告書では、委員会の 4 年間の活動をまとめると共に、走行支援サービスの早
期具体化に向けた、今後のアクションを提案する。 
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第2章 委員会の設置とその活動目標 

2.1 「次世代デジタル道路地図の実現に向けた提言」（2005年 7月） 

ITS Japanでは、2005年 7月に「次世代デジタル道路地図の実現へ向けた提言」
を作成し、今後のデジタル道路地図の役割とその整備目標を明らかにし、当面の目

標として 2007年の姿を示した。 
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表 2.1 次世代デジタル道路地図により実現するサービスと必要な情報 
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この提言を受け、関係部署にて議論が行われたが、具体的なサービスの実現には

至らなかった。 

一方、欧州では、デジタル地図に関する様々なプロジェクトに巨額の予算が投下

され、ITS サービスの情報基盤となるデジタル地図の開発が着々と進められてきた。 

 

出典：ERTICOホームページより 

図 2.1 欧州におけるデジタル地図に関する取組み（各プロジェクトの役割） 
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出典：ERTICOホームページより

ITS Japanで作成 

図 2.2 欧州におけるデジタル地図に関する取組み 
（各プロジェクトの期間とその資金） 

 

2.2 次世代デジタル道路情報委員会の設置と提言の発行 

ITS Japan は、2007 年 5 月に「次世代デジタル道路情報委員会」を設置し、｢次
世代デジタル道路情報の実現に向けた提言｣以降の状況を整理すると同時に、走行支

援サービスを具体化するための道路情報整備とその流通のありかたをまとめた提言

書「安全・環境に資する走行支援サービス実現のための道路情報整備と流通へ向け

た提言」を 2008年 4月に公開した。 

2.2.1 走行支援サービスに必要となる道路情報 

走行支援サービスでは、そのサービス内容に合わせて様々な道路情報を利用

することになる。しかし、これらのサービスが利用する道路情報のほとんどは、

すでに経路案内サービスが利用する道路情報でもあり、新たに整備が必要とな

る道路情報はごく限られる。 
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表 2.2 走行支援サービスと道路情報 

 
道路情報 走行支援サービス 

経路案内サービス 
安全 環境（渋滞緩和） 

カーブ 速度 交差点 

 

レーン 標識 

信号 

路面 ゾーン 位置検出 歩行者 

情報種別 情報内容 情報項目 

経路案内 走り易さ優先

経路情報提供

サービス 

安全・安心な

経路情報提供

サービス 

適切な経路情

報提供サービ

ス 
カーブ進入危

険情報提供サ

ービス 

速度超過箇所

情報提供サー

ビス 

速度制御 

交差点危険情

報提供（一時

停止）支援サ

ービス 

走行レーン情

報提供サービ

ス 

レーンキープ 

標識・信号情

報提供サービ

ス 

路面情報提供

支援サービス 

中山間道路走

行支援サービ

ス 

地域（ゾーン）

情報提供サー

ビス 

高精度（車両）

位置検出 

横断歩道歩行

者衝突防止支

援サービス 

詳細な道路情

報提供サービ

ス 

サグ情報提供

サービス 

線形形状 

レーン情報 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

カーブ情報 ○   ○ ○       ○       ○  

道路ネット

ワーク 

道路形状 

勾配、高さ情報 ○   ○ ○       ○   ○   ○ ○ 

管理区分                         道路種別 

路面情報               ○         

道路幅員   ○ ○ ○           ○         

レーン情報 レーン数 ○ ○ ○       ○           ○ ○ 

通行規制    ○                     

レーン規制 ○  ○       ○             

制限速度 ○  ○   ○                 

車幅制限 ○ ○ ○                     

高さ制限 ○ ○ ○                     

重量制限 ○ ○ ○                     

道路属性 

規制標識 

歩道 ○ ○ ○                     

停止線 ○ ○      ○           ○ ○  

横断歩道 ○ ○      ○           ○ ○  

駐車禁止 ○ ○      ○             ○  

指示標識 

踏み切り   ○                    ○  

信号機 種類 ○ ○          ○         ○  

方面標識 ○           ○           

入口、出口標識 ○           ○           

登坂車線 

追い越し車線 

○           ○          ○ 

案内標識 

非常駐車帯 

非常電話 

○           ○           

その他情報 サグ情報                        ○ 

交差点名称   ○                       

スクールゾーン ○     ○         ○       

道路に付

随する情

報 

地域ゾーン 

イベントゾーン ○     ○         ○       

※本図における規制標識、指示標識、案内標識の用語の定義は、国土交通省 道路技術基準・

道路標識ホームページ（http://www.mlit.go.jp/road/sign/sign/index.htm）に準ずる 
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2.2.2 道路情報の要件 

経路案内サービスでは、目的地までの経路と、ユーザーがその経路に従って

走行する際の道路情報を提供することになるため、 

 

正確性（精度） 目的地までの道路ネットワーク情報が正しく整備さ

れていること。 

 

が道路情報への要件となる。 

一方、走行支援サービスでは、ユーザーが通常に走行する際に道路上で遭遇

する様々な道路情報を的確に提供する必要があるため、 

 

網羅性 走行する可能性のある道路の道路情報が網羅されて

いること。 

正確性（精度） 提供する道路情報に間違いがないこと。 

鮮度 最新の道路情報が提供されること。 

 

が道路情報への要件となる。 

2.2.3 最近の交通事故の傾向 

毎年、警察庁交通局から公表される「交通事故の発生状況」によると、交通

事故の４割は、市街地の交差点で発生し、事故原因の３割は、安全不確認によ

るものとなっている。 
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出典：警察庁交通局｢平成 22年中の交
通事故の発生状況｣より 

図 2.3 交通事故の発生場所とその原因 

 

また、若者（18～24歳）による事故は、依然高水準ではあるが、高齢者ドラ
イバーの増加により、高齢者（65歳以上）による事故の割合が増加している。 
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出典：警察庁交通局｢平成 22年中の交
通事故の発生状況｣より 

図 2.4 交通事故件数の推移 

 

今後は、高齢者ドライバーの増加による事故の増加が予測され、高齢者ドラ

イバーの運転を支援する走行支援サービスの具体化は、交通事故を削減するた

めには必須となる。 

2.2.4 災害情報 

また、ここ数年、地球の温暖化が原因と思われるゲリラ豪雨による被害が頻

発している。 

ゲリラ豪雨は、道路を急速に冠水させ、逃げ遅れた自動車が被害にあうケー

スが頻発している。 

最近の事例 

・ 2008 年 8 月 16 日：栃木県鹿沼市 高速道路のガード下の道路で軽乗用
車が水没、運転者死亡 

急激な雨により、道路の通行止め処理が間に合わず、車が水没箇所に

進入したことにより発生した事故ではあるが、通報を受けた消防が、

間違った現場（近くにあった別のガソリンスタンド付近）に行き、現

場への到着が遅れたことも死亡事故につながった。 

・ 2009 年 8 月 9 日：兵庫県佐用町 中国自動車道の通行止めにより佐用
ICを降りた車が行き場所を失い、4名が犠牲となる 
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急激な雨により、急激に道路が冠水したため、消防等によるパトロー

ルやその処置が実施できなくなった上、中国自動車道を管理する

NEXCO 西日本と県や佐用町の道路管理者との情報連携が不十分であ
ったことが、土地勘の無いドライバーを災害現場へ誘導することにな

り、被害が拡大した。 

被害が予測される道路を走行するドライバーに災害情報を、迅速に、かつ、

正確に伝達する仕組みが必要である。 

2.2.5 移動支援 

さらに、現在の交通は自動車の他、鉄道・船舶・航空、地下鉄・バス・路面

電車・モノレール等の多様なモードが存在し、それらの特性は輸送能力や輸送

速度・定時性・利便性・費用等の面で様々である。 

しかし、それらは個々に運行・管理されることがほとんどであるため、複数

交通モードの利用は少なく、利便性の高い自動車への過度な依存及び非効率な

自動車の使われ方がなされてきた。 

特に、地方では、地域公共交通の破綻により、自家用車への依存が高くなっ

ており、高齢者の増加が、高齢者ドライバーの増加となっている。 

また、都市では、電気自動車の普及により、カーシェアリングの導入の動き

が活発化しつつあり、自動車の所有から共有、必要な時のみ利用するという利

用方法の変革が進むものと思われる。 

そこで、ITS 技術を活用した複数交通モードの円滑化が必要であり、交通を
乗り換える結節点となる交通結節点の情報連携が必要である。 
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図 2.5 マルチモーダルによる移動支援 

 

2.3 走行支援サービスの具体化に向けた活動スケジュール 

これらの状況より、「次世代デジタル道路情報委員会」では、走行支援サービスが

必要とする道路情報の整備とその流通を支える仕組みとして、２つの共通基盤 

・ 道路の共通位置参照方式 

・ 高精度地図 

を提案し、走行支援サービスの具体化に必要となる道路情報の流通に向けたアク

ションプログラムとスケジュールを明らかにした。 
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～平成19年度
（2007年）

大規模実証実験
安全運転支援システムの
実用化

交通事故死亡者数五千
人以下を達成

道路情報を活用したサービス検討 道路情報を活用したサービス

　　　　　　　　　高精度地図を活用したサービス検討（先行的検討） 高精度地図を活用したサービス 　　　　　　　　　　　　　　高精度地図を活用したサービス

道路の共通位置参照方式の整備（路
線ID付与）／運用の検討 テスト運用 道路の共通位置参照方式の運用

高精度地図の要件検討、道路基盤地図情報の蓄積・利用検討 高精度地図の整備・提供

標識情報の提供検討 テスト運用 標識情報提供

規制情報の提供検討 テスト運用 規制情報提供

地方道情報の提供検討（先行地域） テスト運用 全国展開

…

災害情報の提供検討 　　　　　　　　　　　　　　　災害情報提供サービス

委員会

・提言のフォロー
・平成21年度以降の枠組みの検討

サービス

ITS Japanの活動

共通基盤

道路情報

災害情報

アク
ション
プログ
ラム

長期短期 中期

全体
の流
れ

政府目標

想定する
サービス

共通基盤
（官民連携）

提言書

災害情報共有、カーナ
ビユーザーの情報の
共有

テスト運用

高精度地図を活用した走行支援サービス

高精度地図の提供高精度地図の蓄積・活用方針

先行的な実験

共通基盤②：
高精度地図

サービス サービス

共通基盤①：
道路情報流
通の仕組み

道路情報を活用した走行支援サービス

道路の共通位置参照
方式定義・活用検討

道路情報の流通

 

図 2.6 道路情報流通へ向けたスケジュール
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第3章 委員会の活動成果 

3.1 活動実績 

(1) 第 1期委員会 

・ 活動期間：2007年 5月～2009年 3月 

・ 参加メンバー：（株式会社は省略） 

《委員》インクリメント P、ザナヴィ・インフォマティクス、住友電
気工業、ゼンリン、デンソー、トヨタ自動車、トヨタマップマス

ター、日産自動車、日本電気、野村総合研究所、パイオニア、パ

ナソニック、日立製作所、フォルクスワーゲンジャパン、富士通、

ベリサーブ、ボッシュ、本田技術研究所、三菱総合研究所、熊澤

氏（個人） 

《オブザーバー》岐阜県、三重県、日本デジタル道路地図協会（DRM
協会）、国土技術政策総合研究所（国総研）、東京大学空間情報科

学研究センター（東大 CSIS） 

・ 2008 年 4 月：安全・環境に資する走行支援サービス実現のための道路情
報整備と流通へ向けた提言 

http://www.its-jp.org/wp-
content/uploads/2010/09/2d241ee556cc6bcfb250a3130e642658.pdf 

・ 2009年 4月：2008年度活動報告書 

http://www.its-jp.org/wp-
content/uploads/2010/08/digital_map_2008houkokusyo.pdf 

(2) 第 2期委員会 

・ 活動期間：2009年 5月～2011年 3月 

・ 参加メンバー： 

《委員》朝日航洋、インクリメント P、クラリオン、国際航業、昭文
社、住友電気工業、ゼンリン、デンソー、トヨタ自動車、トヨタ

マップマスター、ナビタイムジャパン、日産自動車、日本電気、

野村総合研究所、パイオニア、パナソニック、日立製作所、フォ

ルクスワーゲンジャパン、富士通、ベリサーブ、ボッシュ、本田
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技術研究所、三菱総合研究所、熊澤氏（個人） 

《オブザーバー》岐阜県、三重県、首都高速道路、阪神高速道路、

日本デジタル道路地図協会（DRM 協会）、国土地理院、国土技

術政策総合研究所（国総研）、東京大学空間情報科学研究センタ

ー（東大 CSIS）、ｉフォーラム 

・ 2010年 5月：2009年度活動報告書 

http://www.its-jp.org/wp-
content/uploads/2010/08/digital_2009houkokusyo1.pdf 

http://www.its-jp.org/wp-content/uploads/2010/08/Reference_1.pdf 

http://www.its-jp.org/wp-content/uploads/2010/08/Reference_2.pdf 

http://www.its-jp.org/wp-content/uploads/2010/08/Reference_3.pdf 

 

 

3.2 2009年度までの活動成果 

委員会では、提言書のスケジュールの実現に向けた活動を関係機関、関係組織と

の連携により推進した。 
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表 3.1 2009年度までの活動の成果と 2010年年度の活動方針 

進捗状況 提言書の実現に向けた 

アクション 

提言書で提案する 

アクションプログラム 検討主体 2009年度までの検討状況 残された課題 

2010年度の 

活動方針 

1-1.道路情報を利

用したサービスの

具体化 

対象となる走行支援サービス

の抽出と、利用する道路情報

の定義 

①サービス 実用化が進められている

走行支援サービスを整理

し、それらの走行支援サ

ービスが利用する地図デ

ータ（道路情報）の要件

を定義する 

1-2.高精度地図を

活用したサービス

の具体化 

対象となる走行支援サービス

の抽出と、利用する道路情報

の定義 

次世代デジタル道路情報

委員会：ITS Japan 

各社・各グループにより実証実

験、実用化が進む走行支援サービ

スを整理、分類し、各走行支援サ

ービスが必要とする道路情報とそ

の道路情報の管理者を明らかにす

る。 

・ 現場の道路管理者が道路情

報を提供するメリット・イ

ンセンティブ 

 

 

・ 具体的な事例（道路情報流通の

仕組み、現場の道路管理者が管

理する道路情報）による、道路

情報を提供する道路管理者のメ

リット・インセンティブの検討 

2-1.道路の共通位

置参照方式の運用 

道路情報を整備、流通するた

めに必要な位置基盤の構築 

位置参照方式検討会 

（国総研・DRM 協会） 

整備仕様の決定 

サンプル試作による整備仕様の確

認 

・ 全国整備へ向けた作業スケ

ジュール 

・ 全国整備に向けたスケジュール

と運用体制の明確化 

・ 情報提供者、情報利用者への採

用メリットの提案 

道路基盤地図情報 

（国総研等） 

利用方法の検討 ・ 全国整備へ向けた作業スケ

ジュール 

・ 既存道路の整備スケジュー

ル 

・ 整備・提供主体の明確化 

・ 整備対象路線の拡大 

②共通基盤 走行支援サービスが利用

する道路情報を整備、流

通に必要となる基盤の実

現を提案する 

2-2.高精度地図の

整備・提供 

高度な走行支援サービスが必

要とする高精度な道路地図と

して利用可能な高精度地図の

選出と、整備、流通を提案 

高度デジタル道路情報対

応検討会 

（DRM 協会） 

高精度道路地図の整備アイテム、

整備仕様の検討 

サンプル試作による整備仕様の確

認 

・ 整備アイテム、整備仕様の

決定 

・  

・ 全国整備へ向けた作業スケジュ

ールの明確化 

 

3-1.道路更新情報

の提供 

道路の開通、改良工事の情報

をリアルタイムに収集し、利

用できる仕組みを提案 

道路更新情報流通推進研

究会 

（東大 CSIS） 

岐阜県、三重県の道路情報を分析

し、道路の更新情報の収集方法を

検討 

情報収集、情報流通の仕組みを、

実験サーバーを設置し検証 

・ 実験サーバーによる更新情

報流通実験結果の確認 

・ 全国の都道府県、市区町村

による更新情報流通の確認 

・ 具体的な事例による道路情報流

通の仕組みの検証 

 

3-2.地方道情報の

提供 

具体的な成果はまだ無い。 ・ 現場で台帳管理される道路

情報を公開し、利用できる

仕組みの構築 

 

・ 東大 CSIS により設置された地

理空間情報実験コンソーシアム

で検討する官が管理する空間情

報の公開の仕組みを利用した地

方道情報流通の仕組みの提案 

3-3.標識情報の提

供 

道路基盤地図情報 

（国総研） 

「道路の共通位置参照方式」と

「道路基盤地図情報」を利用し

た、標識設置位置情報流通の仕組

みの検証 

③道路情報 走行支援サービスを実現

するために必要な道路情

報の整備、流通を具体化

するため、共通基盤を利

用した情報提供の仕組み

の構築を提案する 

3-4.規制情報の提

供 

走行支援サービスに必要な道

路情報を定義し、それらの道

路情報を管理する道路管理者

（官）から、道路情報を利用

した走行支援サービスを利用

する利用者（民）への道路情

報流通の仕組みを提案 

具体的な成果はまだ無い。 

・ 標識・規制情報を整備・管

理する現場が情報を日常業

務の中で負担なく提供でき

る仕組みの構築 

 

・ 「道路の共通位置参照方式」と

「道路基盤地図情報」を利用し

た、現場で管理される道路情報

流通の仕組みの提案 

・ 情報の標準化 

・ 道路情報流通の仕組みを提供す

る主体の選定と、活動開始 

④災害情報 走行支援サービスに利用

可能な災害情報の収集、

流通を具体化するため、

共通基盤を利用した情報

提供の仕組みの構築を提

案する 

4-1.災害情報の提

供 

走行支援サービスに利用可能

な災害情報を抽出し、流通の

仕組みを提案する 

ｉフォーラム研究会 

（ｉフォーラム・気象

庁） 

「道路空間（道路ネットワーク）

上の移動体に対する防災・火災

（風水害・地震）情報の伝達手段

に関する研究」で様々主体から提

供される災害情報をマイクロメデ

ィアで集め、必要な情報を利用者

に提供する仕組みが提案 

・ マイクロメディアの具体化

と、その実証 

・ 災害情報を収集、提供する

主体の選定と、活動開始 

 

・ 災害情報流通の検討主体の明確

化 

・ 道路上に発生する他の道路情報

（交通情報、路面情報）との関

係の明確化 

 

 

⑤移動支援 提言書には具体的なアクションプログラムの記載はないが、環境への対応は急務であり、 

公共交通との連携の仕組みの検討が必要 

・ 自家用車と公共交通の交通結節

点（乗り換えポイント）におけ

る情報連携のための要件の整理 
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3.3 走行支援サービスの明確化と道路関連情報の整理 

走行支援サービスでは、様々なアイデアのサービスの開発が進められており、ま

た、今後も様々なアイデアのサービスが生まれる可能性がある。そこで、委員会で

は、2009 年度の活動で、各社、各研究機関で開発、実用化されている走行支援サー
ビスを調査し、そのサービスを走行支援サービスのモードから分類した。 

しかし、その後、車載のレーダー、カメラを利用した安全運転支援（ASV：
Advanced Safety Vehicle）の実用化が進展し、高級車を中心に ASV を搭載した車
両が増加している。 

そこで、走行支援サービスの利用シーンから分類し直すことで、実用化が進む走

行支援サービスを具体化すると同時に、活用する道路関連情報を整理した。  
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表 3.2 走行支援サービスの分類と活用する道路関連情報 

2009報告書における分類 利用シーンからの分類 

モード サービス 分類 サービス概要 

活用する道路関連情報 

1.道路情報提供

（注意喚起） 

1-1.速度情報 

1-2.交通規制情報 

1-3.車線情報 

1-4.標識情報 

1-5.交通情報 

1-6.路面情報 

1-7.ゾーン情報 

1-8.気象情報 

注意喚起 
道路を走行する上で注意すべき様々な情報をドライバーに提

供し、注意を喚起する。 

道路に設置される制限速度情報や、道路上に発生する渋滞情

報は、その代表的な例であり、すでに情報提供サービスが実

用化されている。 

また、高齢者は、情報の見落としを原因とする事故が多くな

る傾向があり、ドライバーの特性に合わせた注意喚起情報の

提供が必要となる。 

ドライバーに提供される情報には、変化しない静的な情報と、時間と共に変化す

る動的な情報に分類される。 

・ 静的情報 

標識等の道路上に設置される道路関連情報。 

地図データの道路属性として整備され、地図データの更新技術を利用して、

車載機に格納される道路関連情報を最新の情報に更新し、注意喚起情報とし

て利用する。 

・ 動的情報 

道路管理者や警察等により道路に設置された装置で収集される道路の状況を

示す道路関連情報。 

インフラや車載機の情報センターから最新の情報が配信され、配信された情

報によりドライバーに注意を喚起する。 

2.周辺情報提供

（注意喚起） 

2-1.周辺車両情報 

2-2.交差点周辺情報 
協調システム 

協調システムは、交差点等の交通が交差する場所において、

道路と車、車と車が通信システムを利用して情報を交換する

ことで、交差点等の通過時の安全性を高める。 

・ 路車協調システム 

道路に設置された検出装置により車両、歩行者の存在

を検出し、路上に設置された通信システムから走行す

る車両に、対向車両、歩行者の情報を伝達すること

で、注意を喚起する。 

・ 車車協調システム 

車同士がその位置情報を直接、通信することで、相互

の位置関係を把握し、通行の安全を確保する。 

基本的には、地図データや道路関連情報は利用しない。 

しかし、道路上（特に交差点）には様々な移動体や障害が存在するため、路車協

調システム、車車協調システムでは把握しきれないケースも存在する。そこで、

車載のカメラ、レーダー等から得られた情報を統合することで、様々なケースに

対応できるシステムの開発も進められている。その場合、それらの位置を正確に

評価するためには、道路上の正確な位置を把握できる、高精度で、高鮮度な道路

地図が必要となる。 

3.車両制御 
3-1.車両特性制御（制御

ユニットのパラメータ制

御） 

3-2.車両制御（ブレーキ

制御） 

安全運転支援 

ASV（Advanced 

Safety Vehicle） 

カメラやレーダー装置の低価格化、画像処理技術の向上によ

り、車両の状況を直接把握し、車両の走行安全性を高めるた

めの、様々な制御の実用化が加速されている。 

特に、衝突被害軽減ブレーキは、その効果から期待が大きい

システムの一つである。 

基本的には、地図データや道路関連情報は利用しない。 

しかし、レーダー、カメラは検知できる範囲が限られるため、地図データをもう

一つのセンサと捉え利用する技術（ADAS Horizon）も提案されており、その制御

特性をさらに向上させるためには、精度、鮮度が担保された地図データ、道路関

連情報が必要となる。 

4.移動支援 
4-1.環境支援情報 

4-2.交通結節点情報 
移動支援サービス 

目的地までの移動手段を、自動車だけに頼るのではなく、

様々な移動手段を利用できる環境に優しい移動環境を提供す

る。 

自動車から他の移動手段（たとえば公共交通）へ乗り換える際の交通結節点（乗

り換え地点）の情報を交換可能とすることで、各移動を支援するシステムの連携

を可能とする。 
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高齢ドライバーに多い事故パターン 

（2007 予防時報「高齢ドライバー事故の実態と対策」鈴木春男：日本損害保険協会） 

①事故の多くが交差点内で発生、交差点内とカーブでの発生率が高齢者ではより高い 

高齢ドライバーが自動車等の運転中に起こした事故は、交差点内が半数以上で

最も多く、30～59 歳に比べて、交差点内での事故が１割増、カーブでの事故が

２割増となっている。 

②車両相互事故では、出合い頭衝突と右折時衝突の発生率が高い 

交差点内では車両相互の事故のうち、とくに出合い頭衝突、右折時衝突を起こ

しやすく、死亡事故ではその割合が更に高くなっている。 

③カーブでは車両単独での工作物衝突や路外逸脱を起こしやすく、死亡事故ではその

傾向が更に強くなっている 

カーブでは 30～59 歳に比べて車両単独での自損事故（工作物衝突や路外逸脱）

を起こしやすく、死亡事故ではその傾向が更に強くなっている。 

④事故の法令違反別では、一時不停止、信号無視、優先通行妨害が多い 

法令違反別に 30～59 歳と比べた場合、一時停止違反、信号無視、優先通行妨害

等が多く、最高速度違反は少なくなっている。 

⑤致死率は高齢者ほど、しかもシートベルト非着用者ほど著しく高い 

死傷者数に占める死者数の割合を示す致死率で見ると、致死率は年齢とともに

高くなり、しかもシートベルト非着用者では異常に高い致死率になる。これ

は、高齢者では、骨格や筋肉の強度が低下しているために、事故の衝撃に耐え

られず（衝撃耐性の低下）、死亡するケースが多いためと推定される。 

⑥車種別では普通車に次ぎ、軽自動車、原付が多い。死亡事故では、軽自動車、原付

の割合が更に高くなっている 

車種別では、普通自動車に次いで、軽自動車、原動機付自転車が多く、死亡事

故では、軽自動車、原動機付自転車の割合が更に高くなっている。 
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安全運転支援 

ASV（Advanced Safety Vehicle：先進安全自動車）と呼ばれる技術で、代表的な

サービスには、以下がある。 
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出典：国土交通省 自動車総合安全情報 ホームページより 
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協調システム 

 

 
出典：高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部 ITSに関するタ

スクフォース 報告資料｢民間の ITSの取組｣（ITS Japan）より 



 24 

ADAS Horizon 

 

 
出典：ETRICO ホームページより 
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3.4 共通基盤 

3.4.1 道路の共通位置参照方式 

道路の共通位置参照方式は、国総研にて、異なる道路地図上に整備された目

標物の位置情報を相互利用する手段として検討された。 

(1) 位置参照方式 
・ 緯度経度方式 

一般的に、位置情報を表現する手法としては、緯度・経度が利用される。 
利用する緯度・経度情報は、地図上の位置として参照されるため、位置情

報を参照する地図の位置誤差が含まれることになる。 
地図上の位置を示す場合は、その位置誤差は単に位置精度の誤差となるだ

けであるが、道路上の位置を表現する場合、位置誤差によっては道路の相

対関係が崩れ、異なる道路上の位置を表現することになる。 

 
出典：国総研｢道路の共通位置参照方式

における基本的考え方｣より 
図 3.1 異なる道路地図の間での相対位置の差 

 
・ 道路リンク方式 

一方で、道路上の位置を特定する手法として、道路中心線をネットワーク

化し作られた道路ネットワークの道路リンクを利用して道路上の位置を特
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定する手法がある。 
しかし、道路リンクの形状、道路リンクの管理 ID は、参照する道路ネッ
トワークにより異なるため、位置情報を交換するためには、情報を交換す

る道路ネットワーク間で ID の交換テーブルが必要となる。さらに、経年
変化により、道路リンクが分割されると管理 ID が変化し、その交換テー
ブルも必要となる。 

 
出典：国総研｢道路の共通位置参照方式

における基本的考え方｣より 
図 3.2 経年変化に対するリンク IDの変化 

 
また、緯度・経度方式、道路リンク方式を利用するためには、道路情報を

交換するための背景地図や道路ネットワークが必要となり、一般的に道路

施設を個別の台帳で管理する道路管理者にとっては、その対応は新たな負

担となる。 

(2) 道路の共通位置参照方式 
そこで、道路の共通位置参照方式では、道路との相対関係を用いて道路上

の位置を特定することで、異なる道路ネットワーク間での道路上の位置情

報の交換を容易にする。 
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出典：東大 Csis-i ｢第 10回公開シンポジウム 

国総研発表｣ 資料より 
図 3.3 道路の共通位置参照方式の概要 

 
道路の共通位置参照方式では、道路を「路線」、交差点を「路上参照点」

で定義し、道路上の位置を、「路線」と「路上参照点」からの相対距離、

「路線」との相対位置で表現する。 

 
出典：国総研｢道路の共通位置参照方式

における基本的考え方｣より 
図 3.4 道路上の位置の参照方法 

 
道路の共通位置参照方式で表現された道路上の位置情報は、「路線」と
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「路上参照点」との相対関係で表現されるため、異なる道路地図において

も、道路上の同じ相対位置を示すことが可能となる。 

 
出典：国総研｢道路の共通位置参照方式

における基本的考え方｣より 

図 3.5 異なる道路地図間での位置情報の共有 

 

(3) オーソリティテーブルの整備 
しかし、道路の共通位置参照方式を利用して位置情報を交換するためには、

「路線」と「路上参照点」の定義とその公開が必要となる。 
そこで、「路線」と「路上参照点」を管理するためにオーソリティテーブ

ルが整備され、公開される。 
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図 3.6 オーソリティテーブル 



 30 

表 3.3 オーソリティテーブルのファイル仕様 

 ファイル 項目 概要 

路線 ID エリアコード（6 桁）＋シー

ケンシャル ID（5 桁） 

起点路上参照点 ID  

基本情報 

終点路上参照点 ID  

路線 ID  

経由路上参照点 路上参照点 ID 

起点からの距離 

属性(1) 

属性情報の更新日  

路線 ID  

リンク長  

起点距離標値  

終点距離標値  

路線情報 道路種別コード 

主道路判別フラグ 

区間起点路上参照点 ID 

区間終点路上参照点 ID 

路線コード 

路線名 

属性(2) 

属性情報の更新日  

路線 ID  

DRMバージョン番号  

対応 DRM リンク 2 次メッシュコード 

基本道路リンク番号 

路
線 

対応DRM リンク 

属性情報の更新日  

路上参照点 ID エリアコード（6 桁）＋シー

ケンシャル ID（5 桁） 

緯度 

基本情報 

経度 

世界測地系 

十進経緯度（小数点以下

5桁まで） 

路上参照点 ID  

種別コード  

路上参照点名称 交差点名称 

距離標値 路線 ID 

路線 ID上の距離標値 

属性 

属性情報の更新日  

路上参照点 ID  

DRMバージョン番号  

対応 DRM ノード 2 次メッシュコード 

基本道路ノード番号 

路
上
参
照
点 

対応DRM ノード 

属性情報の更新日  
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現在、オーソリティテーブルは、以下の整備仕様で、DRM 協会で整備が

進められている。 
 

オーソリティテーブル整備の考え方 

・ 都道府県道以上の道路を整備対象とする。 
・ 路線は、都道府県道以上が交差する交差点を一つの単位とする。 
・ 路上参照点は、都道府県道以上が交差する交差点に設定する。 
・ 道路上の位置を管理するために設置される、キロポスト（距離標）

を経由路上参照点として整備する。 
 

(4) 道路の共通位置参照方式の利用 
道路の共通位置参照方式では、路線 ID、路上参照点 ID はパーマネント
な IDとして整備されるため、各システムに、一旦設定した路線 ID、路上
参照点 ID は、道路が更新（路線の変更）されない限り、更新する必要は
なく、整備された道路情報は、継続的に利用することができる。 
さらに、道路の共通位置参照方式では、道路上に設置されるキロポスト

（距離標）を路上参照点として整備するため、現場の道路上の位置を、特

別な地図システムを準備することなく、容易に道路の共通位置参照方式で

表現することが可能となる。 
したがって、道路の共通位置参照方式を道路上の位置情報を表現するため

の共通基盤として利用することで、道路情報を管理する今までの管理シス

テム、管理手法を変更することなく道路上の位置情報の交換が可能となり、

道路管理者、交通管理者、民間が管理する道路情報の相互利用を容易にで

きる。 
その結果、道路情報を利用する走行支援サービスの具体化を加速化するこ

とが可能となる。 
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図 3.7 道路の共通位置参照方式による道路上の位置の交換 
 

3.4.2 高精度地図 

交差点における交通事故の低減は、各国の緊急課題であり、交差点における

安全な通行を支援するシステムとして、通信システムを利用した交差点に存在

する車、二輪車、歩行者の情報を交換する協調システムの開発が進められてい

る。 

欧州では、交差点における自車の位置や協調システムを搭載した車の位置だ

けでなく、交差点で遭遇する全ての移動体（車、二輪車、歩行者）の位置関係

を把握するための高精度地図の利用が検討されている。 

(1) LDM（Local Dynamic Map） 
EU では、協調システムを ITS の重要なアイテムの一つとして位置付けら
れ、その早期実現を目指すため、EU 委員会は、CEN（欧州標準化委員
会：Comite Europeen de Normalisation）に協調システムの標準化の推
進を指示した。（M/453） 
 
STANDARDISATION MANDATE ADDRESSED TO CEN, CENELEC AND ETSI 

IN THE FIELD OF INFORMATION AND COMMUNICATION TECHNOLOGIES TO SUPPORT 

THE INTEROPERABILITY OF CO-OPERATIVE SYSTEMS FOR INTELLIGENT TRANSPORT 

IN THE EUROPEAN COMMUNITY 

http://www.etsi.org/WebSite/document/aboutETSI/EC_Mandates/m453%20EN.pdf 

 
CEN は、この指示を受け、協調システムが利用する高精度地図として
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LDM（Local Dynamic Map）のコンセプトを提案する。 

 
出典：SAFESPOTホームページより 

図 3.8 Local Dynamic Map (LDM) 
 
その後、協調システムの標準化作業は、CEN/TC278/WG16
（Cooperative Systems：協調システム）から、その国際標準化グループ
の ISO/TC204/WG18（協調システム）に移り、LDMは、
ISO/TC204/WG3（ITSデータベース技術）で検討が進められることにな
った。 

(2) 道路基盤地図情報 
国総研では、道路工事が行われる際に電子納品される工事完成図面の仕様

を規定することで、道路地図として利用する手法を確立した。 
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東大 Csis-i ｢第 10回公開シンポジウム 

国総研発表｣ 資料より 
図 3.9 道路工事と電子納品 

 

 
東大 Csis-i ｢第 10回公開シンポジウム 

国総研発表｣ 資料より 
図 3.10 工事完成図から道路の基盤地図情報へ 
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道路の工事完成図から整備される「道路基盤地図情報」は、協調システム

が必要とする高精度で、かつ、高鮮度の道路地図を提供することが可能で

あり、その利用は、協調システムにおいて高精度地図の利用を可能とする。 
 

 
東大 Csis-i ｢第 10回公開シンポジウム 

国総研発表｣ 資料より 
図 3.11 道路基盤地図情報 
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3.5 道路情報の流通 

しかし、共通基盤は、あくまでも、道路情報を利用、流通させるための手段でし

かなく、実際に利用する道路情報の流通の検討が必要となる。 

3.5.1 道路更新情報 

先ず、道路情報を流通させるためには、道路ネットワークを常に最新の状態

に更新をしておく必要がある。 

道路管理者は、 
道路法 

（道路の区域の決定及び供用の開始等）  
第 18条  第十二条、第十三条第一項若しくは第三項、第十五条、第十六
条又は前条第一項若しくは第二項の規定によつて道路を管理する者（指定

区間内の国道にあつては国土交通大臣、指定区間外の国道にあつては都道

府県。以下「道路管理者」という。）は、路線が指定され、又は路線の認

定若しくは変更が公示された場合においては、遅滞なく、道路の区域を決

定して、国土交通省令で定めるところにより、これを公示し、かつ、これ

を表示した図面を関係地方整備局若しくは北海道開発局又は関係都道府県

若しくは市町村の事務所（以下「道路管理者の事務所」という。）におい

て一般の縦覧に供しなければならない。道路の区域を変更した場合におい

ても、同様とする。  
２  道路管理者は、道路の供用を開始し、又は廃止しようとする場合に
おいては、国土交通省令で定めるところにより、その旨を公示し、かつ、

これを表示した図面を道路管理者の事務所において一般の縦覧に供しなけ

ればならない。ただし、既存の道路について、その路線と重複して路線が

指定され、認定され、又は変更された場合においては、その重複する道路

の部分については、既に供用の開始があつたものとみなし、供用開始の公

示をすることを要しない。 

により、道路の新設、改良を行った場合、速やかにその情報を公開する義務

がある。 

しかし、道路を管理する道路管理者の状況は様々であり、また、情報の公開

手段、方法が規定されていないため、全ての道路の更新情報を入手することは、

現実としては難しい。 
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そこで、東京大学空間情報科学研究センターは、「道路更新情報流通推進研

究会」を設置し、官民の関係者が集まり、道路の更新情報を流通させるための

仕組みの研究を開始した。 

研究会では、道路更新情報として工事入札公告情報に注目し、三重県の協力

により、そのカバー率、鮮度の調査を行った。 

工事入札公告情報は、そのカバー率は高く、また、道路管理者が道路工事を

進める作業の中で必ず作成する必要のある情報であるため、道路管理者に新た

な負担をかけることなく、道路更新情報を入手することができる。 

しかし、工事入札公告情報には、簡単な改良工事も含まれるため、道路更新

情報を抽出する作業が必要となる。また、工事が行われる位置は、住所等で表

記され、工事入札公告情報だけでは、その正確な位置を把握するのは難しい。 

そこで、今後、研究会は、工事入札公告情報から道路更新情報を自動抽出を

可能とするためのキーワード、道路上の位置を明らかにするための位置参照手

法を明らかにし、道路更新情報流通の仕組みの提案が必要となる。 

3.5.2 道路関連情報 

道路関連情報は、道路管理者や様々な関係機関にて収集され整備が行われて

いるが、その目的は道路関連施設を管理するためのものであり、その公開、さ

らには、流通、利用はすすんでいないのが現状である。 

また、最近は、行政側もその予算は厳しく、情報公開が住民の利便性につな

がることが明らかであったとしても、自ら情報公開に向けたアクションを取る

ことは難しい。 

そこで、東京大学空間情報科学研究センターは、「地理空間情報流通実験コ

ンソーシアム」を設置し、行政が収集、管理する地理空間情報の効率的な公開

と流通の仕組みの検討を行った。 
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東大 Csis-i ｢第 10回公開シンポジウム 東京大学

空間情報科学研究センター発表｣ 資料より 

図 3.12 地理空間情報流通実験コンソーシアムの設置趣旨 

 

道路関連情報を管理する官は、自ら管理する地理空間情報をプラットフォー

ムに公開することで、ばらばらで管理されていた地理空間情報はオープンな情

報となり、民間は公開された地理空間情報を利用して様々なサービスを提供す

ることが可能となる。 

今後、利用できる地理空間情報を増やし、本格的な地理空間情報の流通に向

け、実証実験が進められることで、地理空間情報の流通基盤が構築されること

が期待される。 
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東大 Csis-i ｢第 10回公開シンポジウム 東京大学

空間情報科学研究センター発表｣ 資料より 

図 3.13地理空間情報流通実験コンソーシアムが目指す社会の姿 
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ROSATTE 

官が整備する道路情報を利用する仕組みの研究は、欧州でも進められている。 

欧米においては、交通事故を減少させる有効手段の一つとして、制限速度超過警告が

実用化され、欧米のナビメーカーは、各道路の制限速度をデータ化する。 

制限速度は、交通状況等の変化により、変更されることが多い情報であるため、警告

速度を常に、最新の情報に更新する必要があるが、現地調査にて、全ての制限速度の

変化を更新することは、民間の地図メーカーでは難しい。 

そこで、ERTICO は、2008 年 1 月に ROSATTE プロジェクトを立ち上げ、道路管理

者が管理する制限速度情報の利用方法の検討を官民協同で開始した。 

ROSATTE（ROAd Safety ATTributes exchange infrastructure in Europe）Rroject 

活動期間：2008年 1月 1日から 36ヶ月 

活動予算：460万ユーロ 

 

出典：ERTICOホームページより 

ROSATTE では、道路管理者が管理する制限速度情報を、AGORA-C と呼ばれる道路

上の位置参照技術を利用することで、地図プロバイダーがその制限速度情報を各地図

データ上に反映させる仕組みが提案された。 
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AGORA-C について 

AGORA-C では、道路情報を提供する道路の起点と終点の交差点ノードの座標（緯度・

経度）を抽出し、アンカーポイントとして交換する。位置情報を利用する際は、交換さ

れたアンカーポイントを各システムの道路ネットワークに展開し、最近傍の交差点ノー

ドから、経路探索技術を利用して、対象とする道路を特定する。起点と終点の交差点間

に複数の道路が存在する場合は、経由点の座標もアンカーポイントとして追加する。 

 

都市部では、高架道の存在、道路ネットワークの 2 条線化等、道路ネットワークの接

続関係は単純ではない。そこで、近傍にある複数の道路ネットワークから対象とする

道路を特定するため、道路の属性情報が利用される。 

欧米では、道路名称を属性として利用することで、対象とする道路をかなり正確に特

定することができ、道路管理者が管理する道路情報を特定の道路ネットワークに依存

することなく流通が可能となるが、日本では、道路名称の整備が進んでいないため、

他の道路属性（道路種別、幅員等）だけで対象の道路を特定する必要があり、道路の

特定率を上げることは難しい。 

また、AGORA-C では、エンコード側とデコード側が利用する道路ネットワークの整

備方法、整備精度に差があると、アンカーポイントの特定ミスにつながり、道路の特

定率が上がらないこともある。 

したがって、各社ごとの道路ネットワークが整備され、道路管理者が個別の道路台帳

で道路情報を管理する日本では、AGORA-C の利用による道路情報の交換は現実的で

はない。 
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3.6 災害情報の流通 

災害発生時、災害に関する情報は、様々な機関、組織で収集されるが、その情報

は断片的であり、かつ、時間と共に変化する。 

しかし、災害情報への対応可能な時間は限られており、災害情報を集め、その内

容を正確に判断し、必要な人に必要な情報のみを伝達する仕組みが必要となる。 

そこで、ｉフォーラムは、関係者と共に、災害情報を正確に利用者に伝える手段

として、マイクロメディアの実現を目指す。 

マイクロメディアは、各情報主体から提供される災害情報を集約し、分析した上

で、必要な情報を、利用者に必要な情報のみを抽出して提供することで、利用者の

適切な行動を支援することになる。 

 

出典：iフォーラムホームページ｢研究報告書｣より 

図 3.14 災害情報の流通（マイクロメディア） 
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ｉフォーラムについて 

2001 年にカーナビメーカー、地図サプライヤが中心となり設立されたフォーラム

で、車載機とセンター間の情報のやり取りの研究を進めている。現在は、移動体への

防災情報配信の仕組みを中心に研究を進めている。 

参加メンバーは、 

幹事会社：インクリメントＰ㈱、ESRIジャパン㈱、クラリオン㈱、 

三菱電機㈱ 

監事会社：パイオニア㈱ 

会員会社：㈱Agoop、㈱NTTデータ CCS、応用技術㈱、沖電気工業㈱、 

㈱デンソー、㈱トヨタ IT開発センター、NAVTEQ㈱、 

日産自動車㈱、日本精機㈱、㈱本田技術研究所、㈱パスコ、 

㈱日立製作所、ルネサスエレクトロニクス㈱ 

賛助会員：京都大学防災研究所 巨大災害研究センター 

HP：http://www.i-forum.jp/ 
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3.7 2010年度の活動 

2010 年度は、共通基盤の整備状況のフォロー、道路情報、災害情報流通に向けた
各活動主体のフォローに加え、WG を設置し、道路情報流通の検証と移動支援サー
ビスの検討を行った。（各WGの活動結果を付録として添付） 

3.7.1 道路情報流通の検証（詳細は付録 A参照） 

2009年度の活動で整理した走行支援サービスが利用する道路情報の流通の可
否を具体的に明らかにするため、オブザーバーとして参加する首都高速、阪神

高速の協力により検証作業を行った。 

検証作業では、高速道路会社からの直接的な情報提供が現時点では難しい動

的情報を対象から外し、都市高速でサービス可能な 19 の走行支援サービスを
抽出し、各走行支援サービスが必要とする道路情報が各都市高速の管理情報か

ら入手可能か、また、その精度、鮮度、網羅性が十分かどうかを判定した。 

さらに、その中で、｢道路標識及び看板｣と｢分合流地点の区画線及び路面標

示｣については、実際に阪神高速で管理されている管理情報にて、詳細な検討

を行った。 

検証の結果、19 の走行支援サービスについては、高速道路会社から情報が提
供されれば、走行支援サービスの実現に有用であることが分かった。 

しかし、 

・ 道路管理者が管理する道路関連情報は、位置図として CAD 図面に管理さ
れてはいるが、CAD 図面の更新頻度は年 1 回程度であり、鮮度の担保は
難しい。 

・ 情報の鮮度を担保するためには、各施設を管理する個別の管理情報の利

用が必要となる。 

・ しかし、個別の管理情報は、道路の構造物（阪神高速の場合は橋脚の位

置）で管理されており、緯度・経度情報へ展開することは困難。 

・ そこで、道路の共通位置参照方式を利用することで、個別の管理情報は

利用可能となる。 

・ 道路の構造物と道路上に設置される距離標（キロポスト）との位置関係

は規定されているので、距離標（キロポスト）を路上参照点として整備

する道路の共通位置参照方式を位置情報として利用することで、個別の
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管理情報の利用は容易となる。 

であることも明らかとなり、道路管理者が管理する管理情報の公開、利用に

際しては、道路の共通位置参照方式の利用が重要となることが分かった。 

3.7.2 移動支援サービスの検討（詳細は付録 B参照） 

目的地までの移動手段を、自動車から他の交通機関、他の交通機関から自動

車へと乗り換える際のユースケースを作成し、効率的でストレスない移動を実

現するために必要となる交通結節点（乗り換え地点）の情報の整理と、その流

通のシナリオを検討する。 

検討に際しては、海外のマルチモーダルサービスの動向も調査し、参考とす

る。 

その結果、交通結節点における必要な情報項目として、以下の項目が明らか

になった。 
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表 3.4 移動支援サービスにおける交通結節点情報 

交通結節点 必要な情報項目 

駐車場 位置情報、満空情報、料金、営業時間、駐車方式（機

械・平地・自走など）、パークアンドライド優待 

特設駐車場 位置情報、満空情報、料金、利用可能時間 

カーシェアリング

駐車場 

位置情報、利用状況、料金、予約状態、利用可能時

間、会員/非会員 

EV 充電スタンド 位置情報、満空情報、料金、営業時間、充電方式（急

速、通常）、対応コネクタ（車種） 

レンタカー営業所 位置情報、空車情報（車種別）、料金、営業時間、乗

り捨て可否、連絡先 

タクシー乗り場 位置情報、乗客待ちタクシー有無、待ち時間 

タクシー営業所 位置情報、連絡先 

バス乗り場 位置情報、運行情報、料金、時刻表、系統、運行経路

（停車場所）、停留所番号 

特設バス乗り場 位置情報、空車情報、料金、時刻表、系統、運行経路 

レンタサイクル営

業所 

位置情報、空車情報、料金、営業時間、乗り捨て可否 

駐輪場（バイク/自

転車） 

位置情報、満空情報、料金、営業時間、駐輪方式（ラ

ック・チェーン・2階建など） 

駅 位置情報、運行情報、料金、時刻表、系統、運行経路

（停車場所）、構内図 

空港 位置情報、運行情報、料金、時刻表、構内図、チェッ

クインカウンタ 

船乗り場 位置情報、運行情報、料金、時刻表、構内図 

フェリーターミナ

ル 

位置情報、満空情報、料金、時刻表、運行情報、航送

車待機所 
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その流通に際しては、必要な交通結節点情報が誰でも扱えるよう汎用的な状

態で公開されることが重要であり、各交通機関を管理する地方自治体、事業者

自らが XML などの汎用的な情報形態で、インターネット上に交通結節点情報
を提供できる仕組みが必要となる。 

交通結節点情報の位置情報として道路の共通位置参照方式を利用することに

より、各移動支援システム間での位置情報の交換が容易となり、それぞれの交

通システムによる移動支援サービスの連携が可能となる。 

各移動支援システムが有機的に連携することで、環境に優しく、安全な移動

環境を、ユーザーの利便性を損なうことなく提供可能となる。 
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第4章 今後のアクション 

4.1 道路情報基盤の具体化 

走行支援サービスの具体化に向けては、利用する道路関連情報の鮮度、網羅性を

確保するために、道路関連情報を管理する道路管理者、警察からの情報提供が重要

となる。 
一方で、国総研、DRM 協会は、県道以上の道路（国土交通省が実施する交通セン

サスの対象道路）約 20 万 km において、道路の共通位置参照方式で利用するオーソ
リティテーブル（路線 ID、路上参照点 IDのテーブル）の初期整備を完了した。 

そこで、今後のアクションとして、情報を管理する道路管理者、警察が道路の共

通位置参照方式を利用して管理する道路関連情報を公開し、走行支援サービスを具

体化する民間が容易に利用できるための、道路情報基盤の具体化が必要となる。 

4.1.1 道路管理者が管理する道路情報の流通 

道路法では、道路管理者に、管理する道路を道路台帳で管理し、公開するこ

とを規定する。 

道路法 

（道路台帳） 
第 28 条 道路管理者は、その管理する道路の台帳（以下本条において
「道路台帳」という。）を調製し、これを保管しなければならない。 

２ 道路台帳の記載事項その他その調製及び保管に関し必要な事項は、

国土交通省令で定める。 

３ 道路管理者は、道路台帳の閲覧を求められた場合においては、これ

を拒むことができない。 

道路上に設置される施設についても、道路施設台帳にて管理、公開される。 

しかし、これらの管理台帳の利用は進んでおらず、その阻害要因を明らかに

し、管理台帳の利用に向けた仕組みの構築を官民連携で推進する必要がある。 

(1) 都市高速の管理情報の場合 
阪神高速では、道路や設置施設の管理情報は、標識位置図や路面表示図等

に整備され公開されるが、これらの図面は、常時更新されるのではなく、

定期的な更新作業として作業が行われるため、その更新頻度は、１～２年

に 1回となる。 
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東大 Csis-i ｢第 10回公開シンポジウム 

阪神高速発表｣ 資料より 

図 4.1 標識位置図と路面標示図（阪神高速） 
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そこで、鮮度の高い道路関連情報を利用するためには、個々の施設を管理

する管理情報の利用が必要となる。 
個々の施設の管理情報では、 

・ 表形式のファイルで、各施設の詳細情報が管理される。 

・ 施設の設置位置は、橋脚位置を基準とする。 

(2) 道路施設台帳の場合 
国土交通省中部地方整備局のホームページ 
 道路施設台帳作成要領について 

http://www.cbr.mlit.go.jp/architecture/kensetsugijutsu/download/index.htm 

によると、道路の施設の管理台帳の例として、下記が記載される。 

 
出典：国土交通省中部地方整備局のホームページより 

図 4.2 道路施設台帳（その１） 
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出典：国土交通省中部地方整備局のホームページより 

図 4.3 道路施設台帳（その 2） 
 



 52 

 

出典：国土交通省中部地方整備局のホームページより 

図 4.4 道路施設台帳（その 3） 
 
道路施設台帳では、 

・ 施設の詳細情報を記入した表形式ファイルと位置図、平面図等の関

係図面で管理される 

・ 施設の設置位置の情報は、道路上に設置されるキロポスト（距離

標）を基準とする 

これらの管理台帳の利用が進んでいない大きな理由は、管理台帳がそれぞれ

の管理者の都合で管理が行われており、管理台帳の情報を利用するためには、

それぞれの管理台帳に合わせた個別の作業が必要となることにある。すなわち

地図データ会社にとって、走行支援サービスが必要とする鮮度、網羅性を担保

する作業が、ビジネス的に成立しない点にある。 

そこで、これらの管理台帳の情報を道路情報基盤により公開、流通する仕組

みの検討が必要となる。 

4.1.2 警察が管理する規制情報の流通 

道路管理者が管理する道路の施設情報の流通の仕組みは、警察が管理する交

通規制情報へも適用可能である。道路を利用する際の守るべきルールとして設
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置される交通規制標識の情報は、ドライバーの走行安全を確保するための注意

喚起サービスとして必要不可欠な情報であり、今後の高齢者ドライバーの増加

により、これらの注意喚起サービスは益々重要となる。そこで、警察が管理す

る交通規制標識の情報も、道路管理者が管理する道路の施設情報と同様に、道

路情報基盤に公開し、利用する仕組みの検討が必要となる。 

4.1.3 道路基盤地図情報の流通 

国総研が道路工事図面を利用して整備を進める、「道路基盤地図情報」は、

協調システムの今後の高度化において有効となる精度と鮮度の道路の詳細情報

を提供する。 

しかし、「道路基盤地図情報」は、電子納品される道路工事図面を利用して

整備されるため、道路工事が行われない限り、基本的には整備は行われないと

いう課題もある。 

一方で、協調システムは、全ての道路にいきなり設置されるのではなく、そ

の効果が期待される交通事故が多発する交差点から優先的に整備が進められる

ものと思われる。そこで、協調システムの整備と、「道路基盤地図情報」の整

備を連携させることで、協調システムの利用を加速化することができる。 

また、｢道路基盤地図情報｣の道路上の位置を、道路の共通位置参照方式で管

理することで、一般の道路では、標識等の注意を喚起し、交通事故が多発する

交差点では、協調システムが対向車、歩行者の注意を喚起するという走行支援

システムの連携が可能となり、ドライバーのトータルな走行安全を提供するこ

とが可能となる。 

今後、｢道路基盤地図情報｣の整備方針（誰がどう整備を進めるか）、流通方

法（その流通体制と流通組織）の検討に加え、道路情報基盤における流通の検

討も必要となる。 
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4.2 道路情報基盤の利用 

走行支援サービスの具体化に向けた次のアクションとして、道路情報基盤が提供

する道路関連情報の具体的な利用方法を明らかにする活動が必要となる。 

道路関連情報の具体的な利用方法が明らかになれば、その利用者である国民の便

益が明らかになり、道路管理者や警察による道路関連情報公開の施策の効果を明ら

かにすることができ、さらなる道路関連情報公開のインセンティブとなる。 

4.2.1 ITSサービスでの利用 

道路関連情報は、様々な ITS サービスでの利用の可能性はあるが、先ずは、
その利用において効果が期待できる、下記の 2 つの走行支援サービスにおける
道路情報基盤の利用の検討が期待される。 

(1) 注意喚起サービス 

注意喚起サービスの具体化に対しては、2010年度の活動で都市高速が管理す
る標識、路面標示情報の管理方法の検討を行い、その管理手法が明らかとなっ

た。また、都市高速においては、道路の分合流が複雑で、不慣れなドライバー

による事故が多い傾向にある。そこで、都市高速を先行事例として、注意喚起

サービスにおける道路情報基盤の利用方法の検討が重要となる。 

(2) 協調システム 

協調システムについては、日本では、道路関連情報を利用するサービスに対

する具体的な動きはないが、欧州では、協調システムが利用する高精度地図と

して LDM（Local Dynamic Map）の標準化の検討が開始されている。日本の
事情を無視した標準化は、今後の日本で検討される協調システムが高精度地図

を利用する際の障害となる可能性がある。そこで、協調システムが利用する高

精度地図の標準化の検討に、日本も参加し、日本の事情を考慮した国際の場で

の議論が必要となる。 

4.2.2 動的情報の流通と利用 

道路を走行する上で、道路上に発生する様々な変化（交通状況、道路状況の

変化）を示す動的情報も重要であり、道路管理者、警察は、道路上に装置を設

置しこれらの動的情報を収集し、ドライバーに提供する。 

渋滞情報、動的規制情報については、すでに、VICS によりカーナビに提供
され、利用されているが、その他の動的情報については、その利用は限られて
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いる。そこで、道路管理者、警察が収集する動的情報を、道路情報基盤を利用

して公開、流通させることで、交通状況の変化、道路状況の変化に即した注意

喚起サービスが可能となるだけでなく、利用者が必要とする箇所で必要とする

注意を喚起することが可能となり、さらに走行安全性を高めることができる。 

また、直接的な道路情報以外の様々な情報を利用した道路状況の変化を事前

に予測する技術も開発されており、利用者に対する質の高い安全支援サービス

の提供は、競争領域としてビジネスの進化が期待できる。 

また、動的情報の流通による利用者の走行安全性の向上は、道路を管理する

道路管理者、警察にとって直接的な効果であり、情報開示の大きなインセンテ

ィブとなる。 

4.2.3 プローブ情報の流通と利用 

プローブ技術の開発は、それまで道路管理者、警察が道路に設置した装置で

しか収集することができなかった動的情報を、民間でも収集することが可能と

なった。 

特に、日本のような官による交通情報の収集の仕組みがほとんど無い欧米に

おいては、民間は、自らプローブ技術を利用して交通情報を収集することで、

様々なサービスを行っている。 

しかし、収集される動的情報の精度、鮮度、網羅性は、その収集手段により

同じではない。 
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表 4.1 プローブ情報の精度と鮮度と網羅性の違い 

収集手段 収集される道路情報 精度 鮮度 網羅性 

道路管理者 

警察 

路上に設置される車両感知器でリアルタ

イムの交通情報、道路情報を収集 
◎ ◎ × 

公共車両 定時運行される公共車両（バス等）の位

置の管理情報からリアルタイムの交通情

報を収集 

○ ○ × 

個人車両 車載機に蓄積される移動履歴情報を、

ITS スポット通過時やユーザーによる通

信利用時に、所定区間の情報を収集 

△ × ○ 

情報収集車両 専用車両にて情報収集を必要とする道路
の情報を、専用の通信機によりリアルタ

イムに収集 

◎ ◎ × 

 

そこで、道路管理者、警察が道路に設置した装置により収集する動的情報と、

民間がプローブ技術を利用して収集するプローブ情報、さらには、定期的に運

行される公共交通が収集するプローブ情報を、共有、相互利用を可能とするこ

とで、それぞれの動的情報を補い、サービスの質を向上させることが可能とな

る。 

 

図 4.5 プローブ情報の流通と利用 
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今後、道路情報基盤を利用して、動的情報とプローブ情報を共有、相互利用

できる仕組みの検討が必要となる。 

4.2.4 災害・防災情報の流通と利用 

災害発生時は、正確な情報収集と迅速な判断が、災害に対する対応能力を大

きく左右する。 

道路管理者、警察が収集する動的情報、民間が収集するプローブ情報は、災

害発生時の災害情報の収集手段として有効となるが、災害の状況や必要とする

対応内容は、時間と共に変化するため、災害発生時の対応能力を向上させるた

めには、様々な組織、機関が収集する断片的な災害情報を共有化し、相互利用

できる仕組みが必要となる。 

道路情報基盤は、道路上の情報を効率的な流通、利用を可能とする仕組みで

あり、災害発生時、道路上に発生した災害情報を、道路情報基盤を利用して流

通させることで、道路上に発生した災害情報の共有化、相互利用を可能とする。 

今後、道路情報基盤による動的情報とプローブ情報の共有、相互利用の仕組

みの検討に加え、災害発生時の対応能力を向上させるため、道路管理者、警察

以外の様々な災害情報を共有、相互利用を可能とする仕組みの検討も必要とな

る。 
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図 4.6 災害・防災情報の流通と利用 

 

4.2.5 移動支援情報の流通と利用 

目的地までの移動において、様々な移動手段を効率良く利用するためには、

移動手段を乗り換える交通結節点における情報を標準化する必要がある。 

環境問題、エネルギー問題は、今後、新たな移動手段の採用が期待される。

そこで、交通結節点における情報の標準化に際しては、新たな移動手段への対

応を可能とする拡張性も必須となる。 

また、各移動手段おいては、交通状況の変化、道路状況の変化、運行状況の

変化等により、移動スケジュールは変化する。さらに、災害発生時は、その状

況は、時間と共に大きく変化し、正確な情報を迅速に利用者に提供することで、

災害への対応能力を高めることができる。 

そこで、移動支援情報も、動的情報、災害情報と同様に、道路情報基盤を利

用した流通、利用を検討することで、状況の変化、災害時の対応能力を向上さ

せることが可能となる。 

 

図 4.7 移動支援情報の流通と利用 

 



 59 

4.2.6 国際標準 

グローバルなビジネスを展開する上では、国際標準が重要となる。 

しかし、道路管理者、警察が各施設を管理する管理台帳の情報の利用を前提

とする道路情報基盤の仕組みは、道路の管理の仕組みが異なる各国において、

そのまま適用することは難しい。 

特に、欧米では、道路管理は、各国、各州の都合で行われ、各道路管理者の

情報を連携するには、民間の地図サプライヤに頼る必要がある。しかし、走行

支援サービスを具体化するためには、ROSATTE プロジェクトでも明らかなよ
うに、民間のビジネス活動だけでは実現は難しく、道路管理者自らが情報を発

信する必要はある。 

そこで、道路情報基盤の仕組みを、各国に開示し、各国の道路管理者との連

携により国際標準に向けた検討が必要である。 
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4.3 2011年度以降の活動の提案 

４年間の委員会活動により、道路の共通位置参照方式、道路基盤地図情報を共通

基盤とした道路情報基盤を構築することで、官民それぞれが収集、整備する道路関

連情報を共有化し、相互利用することが可能となることが明らかとなった。今後は、

道路情報基盤から提供される道路関連情報を利用して、民間が、安全で環境に優し

い移動を支援する走行支援サービスを競争領域として開発を推進し、その実現の加

速が待たれるところである。 

一方で、道路上の状況の変化を示す動的情報、災害発生時の災害情報、複数の移

動手段を効率よく利用するための交通結節点情報等も、道路情報基盤を利用して流

通させることで、様々な ITS サービスにおいて道路関連情報の利用が可能となるこ
とが明らかになった。 

 

図 4.8 道路情報基盤 

 

そこで、2011 年度以降は、各 ITS サービスが利用する道路関連情報の道路情報基
盤による流通を具体化し、ITS サービスの実現を支援する。同時に、道路情報基盤
に集められた様々な道路関連情報（静的情報、動的情報、災害情報、交通結節点情

報）の共有化、相互利用を促進することで、官民による安全で環境に優しい様々な

サービスの実現を支援する。 
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その具体的な活動は下記となる。 

(1) ITSサービス実現における、動的・静的な道路関連情報活用の検討 

・ 必要となる道路関連情報の整理 

・ 必要とする道路関連情報の道路の共通位置参照方式を利用した共有の具

体的検討と、共有化促進に向けた役割分担の提案 

(2) 道路情報基盤の活用促進と、それを利用した道路関連情報共有化の実現促
進 

・ 標準の必要性や道路情報基盤を維持管理する仕組みの必要性を検討し、

必要に応じてそれらの検討と実現を担うべき組織を明らかにする。 

・ 道路情報基盤の構築を推進する各推進主体の活動の支援 

表 4.2 道路情報基盤の構築を推進する推進主体 

推進主体 役割 今後のアクション 

DRM 協会 道路の共通位置参照方式

のオーソリティテーブル

の整備と運用 

オーソリティテーブルのメンテ

ナンスと運用方法の決定 

市町村道以下への拡張 

国総研 道路の共通位置参照方式

の標準と利用方法の検討 

道路基盤地図情報の整備

と公開 

標準化（国内標準、国際標準） 

道路基盤地図情報の運用方針の

決定 

東京大学空間

情報科学研究

センター 

地理空間情報流通基盤の

研究 

官民が地理空間情報を相互利用

できる仕組みの提案とその具体

化 

ｉフォーラム 災害情報流通基盤の研究 マイクロメディアの具体化 

災害情報流通の官民連携体制の

提案 

 



 62 

第5章 まとめ 

委員会では、走行支援サービスの具体化を加速するため、走行支援サービスで必要と

なる道路関連情報の整備と流通の促進を提言し、そのアクションプログラムの実現に向

けた活動を展開した。その結果、関係組織による活動が開始された。 
道路関連情報を流通させるための基盤として、その整備を提案した道路の共通位置参

照方式は、国総研、DRM 協会にて｢道路の区間 ID 方式｣として県道以上の道路(総延長
距離 20 万 km）のオーソリティテーブル整備が進められ、高精度地図については、国
総研にて｢道路基盤地図情報｣の整備、公開が進められた。また、道路管理者が管理する

道路関連情報については、東京大学空間情報科学研究センターにより、その流通と利用

の仕組みの研究が行われ、委員会では、首都高速、阪神高速が管理する実際の標識情報

にて、その流通、利用の検証を行い、道路管理者が管理する道路関連情報の流通と利用

の課題、今後の進め方が明らかになった。 
さらに、委員会では、過度に自動車に依存する移動手段から、環境に優しい効率的な

移動手段に容易に乗り換えることができる環境を作るため、各移動手段の乗り換えを支

援するサービスに注目し、移動手段を乗り換える交通結節点の情報の整理も行った。 
委員会の 4 年間の活動により、道路管理者が管理する道路関連情報を｢道路情報基盤｣
としてまとめることで、精度、鮮度、網羅性の高い道路関連情報を利用することができ

るようになり、走行支援サービスの実現を加速化できることが明らかになった。 
さらに、｢道路情報基盤｣は、走行支援サービスが利用する道路関連情報だけでなく、

様々な ITS のシーンで利用される道路関連情報の流通、相互利用も容易とし、特に、
時々刻々と変化する動的情報を｢道路情報基盤｣で共有化できれば、交通状況の変化、さ

らには、突発的に発生する災害への迅速な対応も可能となる。 
今後は、｢道路情報基盤｣を利用した、サービス実現のための情報流通の具体化に向け

た活動が必要となる。 
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